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おわりに

Ⅲ．「循環」本位の社会経済システムへの転換の必然性

a 「現代の社会経済システム」の構築に向けての三つの実験

歴史は地球上に生存する全てのものによって一瞬も止まることなく活動している。しかし、全く

無作為な行動ばかりとは言えなくて、同じ現実を見ているわけであるから自ずとその活動の中心が

形成される。その中心についても種々の見方ができるが、世界的規模で「現代の社会経済システム」

を大局的に見ると、以下の三つの実験モデルのいずれに与するかによって、それぞれの国の将来の

方向が決まるといってよい。

(1)「グロ－バル・スタンダ－ド」モデル

アメリカからすると、「情報化社会」への転換のいち早く成功したリ－ダ－国として、その地位

を維持発展することは至上命令であるとする。現実に話される言語とは別に、もう一つの言語とし

て「コンピュータ言語」が存在し、この言語が世界中で採用されることになれば、古典古代で言え

ば、戦争で負けた国から貢ぎ物を略奪するに匹敵するので、それを採用する国の経済を支配したこ

とになるといってもよい。ＧＤＰの絶対額でその覇権を証明する時代は今や終息して、「コンピュ

ータ言語」という一つの世界中での申し合わせ事項が実質的に世界を支配することになる。「グ
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ロ－バル・スタンダード」というアメリカの言語ゲ－ムに対抗することはどこの国にも与えられて

いるが、これに対抗するだけのコンテンツを提起できない間は、現行の「グローバル・スタンダー

ド」モデルを消極的にではあれ受け入れるしかない。

こうした消極的な受容を含めると、アメリカの展開する「グローバル・スタンダード」モデルは

かつての「ローマ帝国」の建設に匹敵する行為であるとも見ることができるほどである。この帝国

の崩壊にミレニアム単位の時間を要したことを考えると、このモデル自身に内在する「持続可能性」

について綿密な検証が必要であるといえよう。とくに、「コンピュータ言語」の普及した後に、現

実に日常言語も世界中で標準化されていく可能性も生まれてくると予想される。しかし、今日のモ

デルは、「言語」と「貨幣」がドッキングしたシステムであることから、基本的には「貨幣経済」

と「実体経済」の間のギャップの解消には効果は発揮できない恐れがある。

(2)「地域統合」モデル

このモデルの代表は、言うまでもなく「ＥＵ」（ヨ－ロッパ連合）である。アメリカを中心にした

「グローバル・スタンダード」モデルの限界が存在する。戦前のヒットラーや日本のモデルはもとよ

り、ソ連・東欧諸国の「社会主義」モデルも時間的ズレはあるにしても「覇権モデル」の域を出な

かったために、結局歴史の審判を受けて崩壊していった。アメリカが中心になって展開しようとし

ている「情報化社会」の実現が「グロ－バル・スタンダード」モデルとなる可能性はゼロではない。

特定のモデルを普遍化するよりも、ＥＵが戦後50年以上もかけて展開してきた「地域統合」モデ

ルは従来の「国民国家」モデルと「グロ－バル・スタンダード」モデルの中間を行くものである。

エリ－ト国家群の「地域主義」という限界を持つが、先進国が今日の工業経済体制の持つ弊害を緩

和するには現実的選択であるということができる。こうした限界があるにせよ、これから実験しよ

うとする国では真似のできない実績があることを過小評価すべきではない。

近代に入って成立した「国民国家」の範囲では、今日のように経済が高度で特化するようになる

と、単にアメリカ経済に対抗することもさることながら、それ以上に日常の生活を送る「生活圏」

から見ても、ヨーロッパの場合には、十分に機能できなくなってきた。「地域統合」モデルは、社

会システムとしての安定性に重点が置かれている点で、「グローバル・スタンダード」モデルに優

位している。このモデルに適している地域は、ＥＵのように、経済の発展段階や宗教など歴史・文

化などに大きな較差がないなど条件的に著しく限られる。

しかし、このモデルでは、「グローバル・スタンダード」モデルの「言語」と「ドル」がドッキ

ングしたシステムに対抗する通貨として「ユーロ」経済圏が形成されつつあり、その限りで「貨幣

経済」と「実体経済」の間のギャップによる弊害に対するブロック効果がある。

(3)「持続可能な発展」モデル

上述の二つのモデルは、先進国のみで展開されうるものであるが、「持続可能な発展」モデルは

200カ国に近い国が同意することが可能なモデルである。「持続可能性」の高いモデルの方がモデル

としてはそれだけ永続性に優れているため、可能性としては「グローバル・スタンダード」モデル
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や「地域統合」モデルよりもさらに「持続可能な発展」モデルの方が優れているということがいえ

る。しかし、逆に言えばそれだけ、抽象度が高く不透明な部分が多いということでもある。経済の

発展段階や宗教など歴史・文化などに大きな較差が存在する中で「持続可能な発展」の条件を統一

することは容易ではない。仮に途上国の間で統一した基準が決められたとしても、上述の二つのモ

デルの国々の協力を得なければ、現実性を持たない。

しかし、以下の三つの点において、「グローバル・スタンダード」モデルや「地域統合」モデル

よりも歴史的課題としての緊要度は高いといえよう。すなわち、

１）地球資源の有限性：今日では多くの人が地球の空間的・時間的・社会経済的広がりの有限性

が実感できるにいたっているということは、人間が地球的規模で資源を消尽しかねないという

不安が持たれているということでもある。事実大半の資源がこのままのペースで消費するなら

ば、半世紀も経たないうちに涸渇することになると予想されている。

２）地球環境の有限性：地球資源が仮に涸渇したとしても、それは化石燃料であって、それ以外

の地球資源は涸渇するわけではないから、人間の生存環境の有限性には、まだ時間的に余裕が

ある。確かにその通りであるが、その場合に現在の全ての人たちが生存できるだけの地球環境

であるかどうかについては不明である。このような意味での地球環境の有限性はかなりの確率

で予想されることである。

３）生態系にとっての安全性：地球資源や地球環境という場合には、まだ生態系の危機という意

識にまで発展しないかもしれないという人がかなりいたが、いよいよこの生態系に赤信号がと

もるようになると、地球そのものの滅亡を原理的根本的に考えなければならなくなる。

1992年にリオデジャネイロで行われた「地球サミット」の中心テーマに「持続可能な発展」が取

り上げられ、その前文でその概念が明確にすべく、27に及ぶ「原則」が出された。これによって、

多面的ではあるが、「持続可能な発展」の枠が明らかになり、それが実現するための条件枠もおぼ

ろげながら、捉えることが可能になった。それらを整理して枠付けすると、図５のように整理する

ことができる。

最終目標 自然との調和 健康な生活 「必要」が充たされた経済 

条件枠 

最低基準 資源の開発権 弱者の生存権の保障 「生活の質」 

環境保全 貧困の撲滅 

先進国・途上国とのバランス 将来の世代とのバランス 

適切な人口政策・技術開発 

図５　「持続可能な発展」の枠条件
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s 「循環」本位の社会経済システムの構築に向けて

(1)「循環」本位の社会経済システムの基本原理

１）「最大呼吸」原理

鷲田豊明は「最大呼吸仮説」を提唱し、以下のように定式化している。すなわち、「生態系は、

群衆総呼吸を最大にするように生物種間の相互依存関係および非生物的環境との関係を自己組織化

する。」(1)生態系を中心にした場合には、この「最大呼吸」原理は「モノ」本位の社会経済体制を

構築するときの最も基本的な原理となるといえよう。

２）「世代間衡平」原則

「世代間戦争」という場合、「環境」と「社会保障」についていわれることが多い。この二つの

問題よりも「世代間衡平」原則に反するものに、「戦争」がある。第三次世界大戦が勃発すれば、

人類の破滅につながりかねないが、こうした大戦に代わって「環境」における「世代間衡平」原則

に反する活動が進展している。この原則に違反しないルールを作らない限り、第三次世界大戦が勃

発した場合と同じ犠牲を強いられる。Ｌ．コトリコフはそのルールとして以下の三点を挙げている。

ａ．「オプションの保護」（自然および文化資源の基盤の多様性の保護）

ｂ．「環境質の保護」（受け継いだときよりも悪くない状態で次世代に地球を引き継ぐこと）

ｃ．「アクセスの保護」（遺産の利用と恩恵への衡平なアクセス）

いずれも妥当なル－ルであるが、中でも「オプションの保護」が守られるための条件がいつまで

整備され続けるかによって、ａ．とｂ．の意味も変わってくると言える。

２）「三輪清浄」原理

「三輪清浄」という言葉は、仏教用語で、布施という行為がなされるとき、施主－施物－被施主

の三つの輪が清浄であることをいう。それを経済学に当て填めるならば、生産者－生産物－消費者

の三つに該当するが、「布施」という行為は「清浄であること」が必要であるが、世俗的な経済行

為の場合には、生産者と消費者が「必要とするもの」が生産され、生産物として流通し消費される。

今日の社会では、こうした三者が同等に「必要であること」は社会的にみて「清浄であること」と

抵触しなかった。ところが、今日では「必要であること」は、これまでの経済学が成立する根拠と

なっていた先述の三者が同等に「必要であること」の原則が今や貫かれなくなってきた。(2)

原則が貫かれなくなっている理由として、先進国では物質的には完全に「必要」を充たして、

個々人の「満足」を基準に生産するようなると、不必要な生産物が多くなり、三者の「必要である

こと」の原則は崩れることになる。

不必要な生産物が大量に生産されるにつれて、生産者と消費者という「ヒト」と「ヒト」の間は

ともかく「ヒト」と「モノ」の間の価値関係に齟齬が生じ、「モノ」の価値は急速に低下するよう

になる。「必要であること」の原則において辛うじて保持されていた三輪清浄に準じた関係が完全

に崩れることになる。
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だが、「必要であること」の原則は世俗的な経済活動の正当性を裏付けるものであるが、布施の

行為の「三輪清浄」は純真な精神の下で行われる世俗性を超越した行為である。世俗的な経済活動

に超世俗的な行動原理を直接組み込む必要があるのか、と思われるかもしれないが、成熟経済段階

になって「モノ」本位の経済に回帰するには、超世俗的な「三輪清浄」原理は不可欠である。

３）「資源の必要最小投入」原理

「ヒト」ではなくて「モノ」本位の経済社会になれば、ヒトはモノを消費する場合、最小必要限

度に押さえる必要がある。この基準からすると、最貧国、発展途上国、中進国、成熟先進国、先進

国の順序で「モノ」本位の経済が展開されていることになる。逆に言えば、大量の資源を投入して

いる先進国や成熟先進国はそれだけ「ヒト」本位の経済になっているということである。

しかし、最貧国の場合には、多くの餓死者が出て、平均寿命が著しく低いが、これでは、ヒトを

含めた資源の最適配分が達成されておらず、「モノ」本位の経済が確立されているとはいえない。

以上のことから、「モノ」本位の社会経済システムが確立されているとき、資源の必要最小投入

量に押さえることが資源の最適配分の実現となる。

４）「蕩尽」原理

先進国の国民にとって物質的には完全に「必要性」が充たされると、経済システムのシステム的

価値を維持するために一定の経済成長を達成する必要から、前述したように不必要な消費を煽るか、

あるいは海外に商品価値のあるものを輸出するしかなくなる。(3) しかし、輸出と輸入の収支は基本

的にはバランスがとれなければ、貿易が継続できないため、途上国を含む輸出の相手国から不必要

な消費財や資源を先進国は大量に輸入を増やすようになる。

確かに経済システムのシステム的価値を優先する「必要性」が「モノ」そのものの必要性を無視

することができるということで展開されてきたが、結局「モノそのもの」に内在する価値を犠牲に

することを選んだ。「モノそのもの」に内在する価値を最大限に尊重することは、「モノ」のエント

ロピーが100％になるまで「蕩尽」することである。

この「蕩尽」原理は、生産者や消費者といった「ヒト」を基準にした経済的合理性、つまり経済

システムのシステム的価値を優先する「ヒト」と「ヒト」の関係だけに立脚した、「パレート最適

原理」や「リンダール原理」では代替できない。この「蕩尽」原理を貫くには、「最適資源配分」

の実現を第一目的にした社会経済システムに転換するしかない。

「循環型経済」への転換が叫ばれているが、現在の経済システムのシステム的価値を維持する

「必要性」に立脚している限り、「三輪清浄」原理も「蕩尽」原理も貫かれる可能性は著しく低い。

５）「地域循環」原理

「モノ」本位の経済に転換するには、これまでの国民経済システムを根本的に改める必要がある。

生産力が高度に発達した今日では、その国を代表するナショナルブランドの企業は、国内の一生産

地でその国の必要はおろか世界の必要を充たすだけの生産を行っている。さらに進んでそれが東ア

ジアを中心にした一つの地域に集中している。
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確かにコスト当たりの生産性を高める活動だけに限定した場合には、特定の地域に集中集積する

ことは合理的である。「コスト」本位の高い生産性活動ではなくて、「モノ」本位の生産活動から見

ると、一国レベルで生産 - 流通 - 消費される経済ですら、その地域の経済の立地条件に不適当な発

展をすることになる。確かに農業生産物に比べて工業生産物の方が地域に制約される部分が小さい

と思われるが、しかし無制限ではない。

農業生産物であれ工業生産物であれ、資源配分の最適性の基準は、その地域内で経済的に完全に

循環することである。国の場合には大国と小国でその国土面積に大きな差があるので、「モノ」本

位の経済が成立する時の空間がその地域の単位ということになる。この地域経済が「モノ」本位の

社会経済システムの構築の基本経済単位となる。

したがって、「工業製品」はともかく、「工業製品以外のモノ」についての国家間の貿易も必要最

小限度に抑える必要がある。「工業製品」は市場原理になじむが、「工業製品以外のモノ」はなじま

ない。後者については、「地域循環」原理が優先すべきである。このことは、「勤労」と「労働」の

関係についても妥当する。すなわち、前者については「地域循環」原理が妥当するのに対して、後

者は市場原理が妥当する。

「モノ」、「カネ」、「仕事」の「配分」は「市場」（しじょう）を通して循環するシステムに限定

されるのに対して、「地域循環」原理は、「モノ」、「カネ」、「仕事」が「市」（いち）を通じて循環

するときに働く。「市」は「モノ」、「カネ」、「仕事」の「地域循環」を原理とするときの具体的形

態を探る装置であるため、「市」は「社会に埋め込まれた経済」になるのに対して、「市場経済」は

社会と無関係な合理性が追求される。(4)

(2)「循環」本位の社会経済システムと「持続可能な発展」

「持続可能な発展」という言葉は、「循環型社会」や「共生」とともに耳ざわりがよいため、口

にする人が多い。しかし、その中身となると、各人が個人的にイメージはしているが、現状では一

般性客観性に乏しい。こうした個別的な試みが長い時間をかけて蓄積してはじめて現実性のある改

革が可能になる。ある意味では、カトリックに限らないが、世界宗教と言われるような宗教は、数

千年前から今でも常に「持続可能な発展」や「共生社会」の実現を追求してきた。

「持続可能な発展」を実現するには、可能な限り普遍度の高い社会経済システムを描くことであ

る。そのためには、時間的空間的に広い視野からはもとより高い水準の自覚を下にしたトータルな

考え方を基礎にして具体的に実践することである。シューマッハーが洞察するように、結論のある

条件付きの思考をいくら積み重ねても、普遍性のある社会経済システムを描くことはできない。そ

こで、以下において可能な限り社会経済システムをトータルでかつ本質的に捉えることによって、

普遍度の高い「循環」本位の社会経済システムの構成要因について考えることにしよう。

１）「モノ」本位

そこで、最後に以上述べてきたことの全てを纏めると、「循環」本位の社会経済システムは「モ
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ノ」本位の社会経済システムがその根幹部分を形成する。「モノ」本位の社会経済システム、つま

りメタボリズミック・ソ－シャルエコノミック・システムとは、「存在するもの」全ての物質代謝

の調和のとれた社会経済システムをいう。

２）「蕩尽システム」

「蕩尽システム」と「ゼロ・エミッション」とは全く異なる。「ゼロ・エミッション」システム

の確立は現在の考え方の延長線上でも必ずしも不可能ではないが、「蕩尽システム」の場合には、

現在の考え方を根本から改めなければ不可能である。すなわち、「ゼロ・エミッション」の場合は、

「循環」を完全にすることがその言葉の意味することであるのに対して、「蕩尽システム」の場合に

は、「循環」の原点に戻ってはじめて蕩尽することが可能になる「システム」であるから、その実

践を持ってその基準になる。

３）「必要性」

21世紀の社会経済システムが「循環」本位の社会経済システムであるとすると、そのシステムが

成立し、存続するときの正義は何であるのか。配分されるときには「配分の正義」に叶うべきであ

るにもかかわらず、「効率」を優先する「公正」によって、生産要素の配分が行われてきたが、こ

こには経済的合理性の限界をポジティブに補完する正義本来の機能が作用してこなかった。「効率

と公正」に代わり、少なくとも本来の「必要性」に立ち戻る必要ある。(5)

４）「脱工業化」－「市」の経済

「脱工業化」は「情報化」だけではない。「情報化」の方向では「工業経済体制」の限界を克服

する力に欠けるため、この体制の限界を中和する力のあるものによって行うしかない。その有力な

ものの一つとして「市」の経済がある。「工業経済体制」においては、ポランニーが指摘するよう

に、「経済的価値」が「社会的価値」となってしまったことに最大の問題がある。それが「情報化

社会」になっても基本的には変わらない。

言葉の真の意味での「脱工業化」を図り、「経済的価値」と「社会的価値」の関係が本来のもの

に戻ることが望まれる。その時のポイントは消費の本来の形態である「農産物」に内在する属性た

る「蕩尽」の論理と「社会的価値」の最高のものとしてのサービスの論理にあるといえよう。工業

製品の価値に基礎を置く「経済的価値」の限界は「農」と「サービス」によって補完されるときが

近い。

d 三つの「循環」本位の社会経済システムの基礎構造

(1)「市場経済」と「非市場経済」の循環

－市場経済－準市場経済－再市場経済－反市場経済－非市場経済

今日の社会経済システムは、工業生産物の価値が市場において圧倒的に高く評価されている「工

業経済体制」である。したがって、この体制を前提にした「市場経済」での評価に応じてある固定
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した市場の階層が形成されていく。しかし、その階層の最後には「市場」とは似て非なるものであ

る「市」（バザール）の経済に突き当たる。工業化される前のこの経済はまさに「非市場経済」と

しかいえない。つまり、この「非市場経済」だけは全く異質の原理が作用するからである。(5)

「市場経済」と「非市場経済」の関係は、「先進国」と「途上国」の関係に相当する。途上国で

は「市」の経済だけはそれなりに発展しているが、機械生産による工業製品を中心にした「市場経

済」は発展していない。この状態のときには、いわゆる「開発独裁」の論理が優先されることから、

「反市場」すなわち市場統制が一般化する。

先進国の場合にも政府の市場への直接介入が認められてからは、公営企業、公共事業、政府消費

などにおいては「反市場」が形成され、その非効率性が問題になっている。その結果、「公」と

「私」の中間の市場、すなわち「準市場」についての様々な試みがなされてきた。(6)

この四つの市場を軸にして経済活動が展開されてきたが、それらの関係は多様で複雑になるばか

りである。結局は、「市場」と「非市場」、換言すると、「市場経済」と「市」の経済に立ち返って

市場経済の健全性が維持される。「反市場」と「準市場」はこの二つの市場が十分に機能しないと

きに重要な役割を果たすにすぎない。

コントロール・システム 

公共財 

「クラブ財」 
（準私的財） 

協同システム 

市　場 

準市場 

反市場 

非市場 

自発性 調　整 

統　制 競　争 

自
動
制
御
シ
ス
テ
ム 

金
融
シ
ス
テ
ム 

私
的
財 

補
完
シ
ス
テ
ム 

補
助
金
シ
ス
テ
ム 

社
会
財 

合理性 

公　正 

効　率 妥当性 

準
公
共
財 

図６　「市場経済」と「非市場経済」の循環
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(2)「社会から離床した経済」と「社会に埋め込まれた経済」の循環

－私経済－社経済－公経済－共（協）経済

経済は人間が生命を維持するために最低限行なわなければならない活動の全てであるが、与えら

れた時代の中で最適な形態を常に追求する過程の中でしか現実性を持たない。「モノ」本位の社会

経済システムに転換する時にも、「市場経済」の限界の克服を通じて実現していくしかない。

そこで次に、「市場経済」に対するスタンスの第二として、「市場経済」は「私経済」とイコール

の関係にあると見られてきたことから、「私経済」の限界との関係において「モノ」本位の社会経

済システムへの転換の可能性について考察することにしよう。

現代の「市場経済」は「工業経済」と同時に「私経済」とも密接不可分な関係にある。「プライ

ベートな世界」の実現と抵触しない限りで「工業経済」が発展するときの蝶番の役割を「市場」

（しじょう）が担う限りで「市場経済システム」が先進国で受容された。この２世紀の間はこのシ

ステムが機能することが最優先されてきた。このシステムに限界が現れると、それによる摩擦を解

消するための「装置」が作られてきた。

その第一が「株式会社制度」に代表される、「社経済」（ソーシャルな世界）である。マルクスで

すら「株式会社制度」に資本主義の限界を克服する切り札を期待した。ということは、マルクスが

標的にした18世紀中葉のころの「私経済」に限られていたと言うことである。その後の歴史が実証

したように、株式会社制度も結果的には「私経済」の枠の中での組織でしかなかった。その後も株

式会社に限らず協同組合に代表される「共経済」が私経済の限界を克服する組織としてビルト・イ

ンされるが、いずれも「私経済」の枠の中での機能しか果たすことができないで終わってきた。

第二は、経済に直接「公経済」の立場から関与する「パブリックの世界」である。「社経済」の

期待が込められた「株式会社制度」が完全に定着した後の経済においても、1929年に「世界大恐慌」

が勃発して第二次世界大戦に発展したことから、戦後は「私経済」の限界が克服は「公経済」に託

すことになった。

「公経済」の場合は、私経済に匹敵する力があると思われた。このことは、「公経済」が「社経

済」の役割をも果たすことが期待されたことに現れている。「福祉国家」が「ソーシャル・ステイ

ト」（社会国家）と同義であることからも伺える。しかし、逆に言えば、「公経済」に限界が現れた

ときには、「私経済」、「市場経済」、「工業経済」の限界ということになる。現在はまさにその時期

にきている。

第三は、以上の三つの経済のいずれをも支えることが可能な「共経済」（コモンズの世界）であ

る。「社」と「公」の力を持ってしても「私経済」の限界を克服できない時には、補完ないし代替

するという形ではなくて、「私」、「社」、「公」の三つの経済の克服につながることをするしかない。

従って、「非市場経済」、「地域経済」、「自然経済」に固有のものが「共経済」の中身となる。しか

し、「私」と「公」の関係が強固であるときには、「共」の部分は「協」（協同組合や協同態）がそ

れらの組織を根底で支えることができた、「公」も「協」も社会経済を支えることができなくなる
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と、「共」の要素を「私」、「公」、「協」がポジティブに持つ必要が出てくる。今日「ＮＰＯ」・「Ｎ

ＧＯ」に対する期待が高まってきているのはまさにこの証左である。そこで、もう少し「共経済」

に期待されているシステム的特徴を具体的に把握するために、明らかにするために、私・社・公・

共と「市場」及び「組織」の関係を見ることにしよう。

図７は、上述の私・社・公・共の経済と「市場」の関係図である。私・社・公・共の四つの経済

によって区切られることから生じる、「純市場」、「反市場」、「非市場」、「準市場」の四つの市場は、

いつの時代にも存在するものである。時代や場所によってこれら四つの力関係が異なるだけである。

近代は「純市場」－「半市場」－「準市場」－「再市場」の順序で展開してきた。現在は、ＮＧ

Ｏ・ＮＰＯが脚光を浴びているという意味で、「準市場」の時代である。しかし、それらが「純市

場」を補完する意味でのみ展開される限り、「モノ」本位の社会経済体制の時代に転換したことに

はならない。

(3)「自然空間」・「社会空間」・「経済空間」の循環の構造

「都市と田舎」のバランスの取れた関係とはどのような状態をいうのか。工業社会の発展によっ

て「都市化」が急速に進み、わが国の場合人口比率では田舎に住む比率は５％にすぎないといわれ

ている。残りの95％が都市に住んでいる。人の住んでる空間としての都市の面積のその国の国土面

積全体の比率は95％よりはるかに低くせいぜい30％程度であるとされている。その残りの70％の自

然空間は誰が管理するのか。本来であれば、公有地以外は個人および組織の所有者が保全および管

理することになっている。今日の経済的な客観的状況から見てこうした所有者が管理・保全責任を

（ａ）「私」＋「共」＝①：「いえ」 

（ｂ）「私」＋「社」：「企業」（アソシエーション） 

（ｃ）「私」＋「公」：「政府」（「社会」） 

（ｄ）「社」＋「共」＝②：「協同組合」 

（ｅ）「社」＋「公」：「福祉国家」ないし「福祉社会」 

（ｆ）「公」＋「共」＝③：「国」 

１　　　　「私」 

２　　　　「社」 

３　　　　「公」 

a　　　　「共」 

s　　　　「共」’ 

d　　　　「共」” 

①’ 

②’ 

③’ 

① 

③ 

② 

「裏」の世界 

「共通の基盤」 

「表」の世界 

「共」 

「公式組織」 

「私」・「社」・「公」 

「共同体主義」 

広義の「社会主義」 

「現代社会」 

図７　「社会から遊離する経済」と「社会に埋め込まれた経済」の循環
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果たすことは不可能になりつつある。そして、その責任が政府に委ねるしかないので、公的負担が

増大する。図形ＥＫＨＤの経済空間が余剰マネーの処理が不能になったときに公的資金の投入に依

存するしかないのと同様に、図形ＩＢＬＦの自然空間に当たる部分が全て政府に委ねられる可能性

がある。この場合の政府の介入という役割が意味していることは、「経済空間」と「自然空間」の

間のバランスの調整をこれまで担ってきた「社会空間」が今日ではその役割を果たすことができな

くなっていると言うことである。逆に言えば、それだけ「経済空間」と「自然空間」の関係がアン

バランスであるということである。

そこで、こうしたアンバランスを是正して、「自然空間」・「社会空間」・「経済空間」の三つの関

係において「持続可能な発展」を可能にするときの均衡線の問題を考えることにしよう。もちろん

現実には、「自然空間」と同じ次元で「社会空間」と「経済空間」を数量的に測定することは不可

能であるので、それぞれの人の目算で図り、「自然空間」・「社会空間」・「経済空間」の三つが均衡

しているとしているため、図８のように、ＡＧ線、ＧＩ線、ＩＢ線が等間隔で取られるとしよう。

そして、これら三つの空間の均衡を図示するのが容易にするため、正方形ＡＢＣＤとする。

さて、「自然空間」・「社会空間」・「経済空間」の三つの空間において「社会空間」は基本的には

人工（人為）的性質においても自然（無為）的性格においても中位に属するので二つの空間の真ん

中に位置する。また、「自然空間」・「社会空間」・「経済空間」のいずれの空間においても人工（人

為）的なものと自然（無為）的なものがそれぞれ混在しているので、「自然空間」にも最低の線Ｆ

Ｃ、「経済空間」にも最低の線ＡＥが存在する。

今「自然空間」・「社会空間」・「経済空間」の三つの空間が均衡しているとすると、それぞれの空

間において人工（人為）的なものと自然（無為）的なものの空間の面積が等しいとき、最低のバラ

Ｅ 人工（有為） 

Ｂ Ｆ Ｃ 自然（無為） 

Ｊ 

Ｈ 

Ｄ Ａ 

Ｇ 

Ｉ 

Ｋ 

Ｌ 

経済空間（都市） 

社会組織（法人） 
自然組織 

自然経済 
（農業） 

自然空間 

社会的自然 
　（農村） 

図８　「自然空間」と「経済空間」の循環
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ンスが取れているということができる。それ故に、ＥＦ線は、「持続可能な発展」の最低線である

ということができる。図形ＡＢＦＥと図形ＥＦＣＤにおいて後者の面積が前者より著しく大きくな

るとき、「持続不可能な発展」になる。

おわりに

今日の社会経済は数百年に一度の「大転換」に直面している。その転換の引き金になっているの

が「貨幣経済」と「実体経済」の間のギャップの処理の問題である。この問題をシューマッハーの

いう「収斂する問題」として処理するならば、もはや取り返しのつかない事態に陥りかねない。一

刻も早く「拡散する問題」として捉える必要がある。

ともすれば、エコロジストに見られるように、天然資源の「リサイクル」の意味での「循環」本

位の社会経済システムの構築にラディカルに突き進みがちになる。このことが基本になるとしても、

それが実現するための基盤がどのように形成されていくのかについて見通しが立たない間は、「循

環」本位の社会経済システムの構築にラディカルに突き進むことはできない。

その基盤を何に取るかによってそのシステムは大きく異なる。現時点で試みられている有力な実

験は、「グローバル・スタンダード」モデル、「地域統合」モデル、「持続可能な発展」モデルの三

つである。この三つの中では「持続可能な発展」モデルが選択される可能性が最も高いが、そのモ

デルのトータルなシステムとしては、本稿で展開してきたように、「循環」本位の社会経済システ

ムになる。そのシステムでは、ヒトやカネや情報ではなくて、エコロジストたちが説く意味よりも

もっと徹底した論理である「モノ」本位の社会経済システムが根底におかれるとき、これら三つの

実験のコアが明らかになる。

21世紀の社会経済システムが「循環」本位の社会経済システム であるとすると、そのシステム

が成立し、存続するときの正義は何であるのか。少なくとも、「必要」原則が正義の中核を形成す

ることだけは間違いない。「必要」に優る正義はないということである。

「脱工業化」は「情報化」だけではない。「情報化」の方向では「工業経済体制」の限界を克服

する力に欠けるため、この体制の限界を中和する力のあるものによって行うしかない。その有力な

ものの一つとして「市」の経済がある。「工業経済体制」においては、ポランニーが指摘するよう

に、「経済的価値」が「社会的価値」となってしまったことに最大の問題がある。それが「情報化

社会」になっても基本的には変わらない。

言葉の真の意味での「脱工業化」を図り、「経済的価値」と「社会的価値」の関係が本来のもの

に戻ることが望まれる。その時のポイントが消費の本来の形態である「蕩尽」とサービスの本質で

ある「士」（奉仕）の論理にあるといえよう。

こうした状況とは別に、これまでの工業経済体制の必然的結果としての地球環境の破壊は刻々と

進むため、「ＩＴ革命」を含めて、「モノ」本位の社会経済体制への転換を可能にする考え方を具体
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的に提起する段階にきている。本稿で述べてきたように、「息をすること」と「食べること」とい

う経済の原点に戻って経済活動を可能な限りトータルに考えるだけでなく、具体的にそのシステム

を提示する必要がある。

（たけい　あきら・本学経済学部教授）

註
(1) エコシステムにおける「最大呼吸原理」は人間社会についても妥当する。人間もエコシステムの一員
であるから当然であるが、今日では「都市化」が進展し、大都市では物質的にも社会的にも「混雑現象」
が一般化し、息苦しい生活を強いられている。「息抜き」を意味する精神的「癒し」が社会的に不可欠に
なってきている。
(2) 「三輪清浄」の関係は、現代経済学においても生産者、消費者、生産物（商品）の間においてそれな
りにチェックされてきた。「工業製品」はｇｏｏｄｓ（良財）であるとされ、その生産において「外部不
経済が軽微であること」という条件が付与されてきた。さらに、生産者と消費者の取引関係において
「良価」であることとされてきた。しかし、その場合の「良」の基準は生産者と消費者の「効用」（便益）
にあるとされている。これでは、「清浄」であるとは必ずしも言えない。
(3) 消費の本来の意味は「蕩尽」であることは自明のことであったが、「大量生産－大量消費」が一般化
してからは完全に忘れ去られてしまった感があったが、それを社会経済システムの中で強烈に想起させ
たのは、Ｊ．バタイユである。われわれはこの「蕩尽」の意味を社会経済だけでなく「モノ」本位の視
点からの再評価を企図している。
(4) 「市」と「地域」の関係と「市場」と「世界」の関係は、「アーバン－ルーラル」図式と「グローバ
ル－ローカル」図式に対比できる。拙稿〔34〕(2002)を参照。
(5) 「反市場」は「純粋公共財」の供給に限られるが、「非市場」は「純粋私的財」と「純粋公共財」の
供給がシステムとして機能するのに不可欠の要因を供給する市場をいう。家族、地域社会、同窓会、協
同組合、講、互助会などがこれに当たる。
(6) 「準市場」は、「反市場」や「非市場」に属していたものが「市場性」を持つようになった場合の市
場である。逆に、「市場」に属すると思われていたものが「反市場性」や「非市場性」を持つようになる
ケ－スも存在することはいうまでもない。
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